
取引先選定等基本方針 

学校法人東京女子医科大学と取引される皆様へ 

 

本法人は、学生が納付する授業料、患者様からの医療収入および公的医療保険を主たる財

源とする学校法人として、社会的責任と公共性の高い使命を担っています。その責務を果た

すため、すべての取引において、透明性・公平性・効率性を確保し、高い倫理性に基づく責任

ある行動を徹底することを基本理念とします。この理念のもと、以下の方針に基づき、取引

先の選定および契約の締結を行います。 

取引先の皆様には、本方針の趣旨をご理解いただき、適正な取引の実現にご協力ください

ますようお願いいたします。 

 

１．基本方針 

（1）手続き上の透明性の確保、公平な取引の推進 

本法人は、調達に係る選定、契約、履行および支払に至る一連の手続において、透明

性を確保し、公平かつ適正な取引を徹底します。 

（2）法令・規則等の遵守 

本法人は、関係法令、大学規則および会計基準等を遵守し、適正な手続に則って調達

を実施します。特に、公的研究費等に係る物品の調達にあたっては、文部科学省が策定

した「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（以下「ガ

イドライン」という）を遵守します。 

（3）厳格な取引先の選定 

本法人における調達は、透明性および公平性を確保した競争を原則とし、競争によ

ることが困難な場合には、本法人の定める基準に則り、適正かつ厳格に調達先を選定し

ます。取引先との不適切な関係性に起因する不正な取引は、いかなる場合も認めず、こ

れを排除し、公正かつ健全な調達体制の確立と維持を徹底します。 

（4）不正の排除 

① 本法人は、贈収賄をはじめとする法令違反行為はもとより、預け金、納品書の日付

改ざん、事実と異なる納品・請求、便宜供与、虚偽報告等の不正行為を一切容認せ

ず、これらの排除に向けて厳格な管理体制を構築・運用します。 

② 本法人は、「学校法人東京女子医科大学倫理綱領」を定めており、さらにガイドライ

ンに基づき、行動規範を整備しております。これらに則り、職員に対しては、本学が

納入する物品および役務等の提供に係るすべての調達業務において、社会規範・法

令・学内規則等を遵守し、不正・不当な取引を排除し、健全かつ適正な取引を遂行す

るよう、教育・指導を通じて周知徹底を図ります。 

③ 本法人の職員による不正または不適切な行為への関与が判明した場合には、本法人

の規程および関連法令に則り、厳正に対処いたします。また、取引先において同様の

行為が確認された場合には、その内容および影響の程度に応じて、取引の停止を含

む必要かつ適切な措置を講じます。 



（5）情報管理の徹底 

本法人は、取引に関連して取得または共有される情報について、適切な管理を徹底

し、機密性の保持に努めます。取引先に対しても、業務上知り得た非公開情報の漏洩・

不正使用を防止するため、守秘義務の遵守を求めます。 

（6）反社会的勢力の排除 

本法人は、暴力団、暴力団関係企業、総会屋その他これに準ずる反社会的勢力との一

切の関係を遮断し、健全かつ適正な事業運営を徹底します。取引先が反社会的勢力と関

係を有することが判明した場合には、速やかに当該取引を停止し、必要かつ適切な措置

を講じます。 

（7）利益相反の管理 

本法人は、取引先との間に利益相反が生じる可能性がある場合、またはやむを得ず

利益相反が生じた場合において、問題の発生を未然に防止するとともに、社会的信頼の

維持および公共の利益の確保を最優先とする姿勢のもと、適切な管理体制により対応し

ます。また、取引先に対しても、関係者間の透明性を確保し、利益相反の排除および適

正な対応を徹底します。 

（8）監査協力 

本法人は、内部監査およびその他の調査を実施するにあたり、必要に応じて、取引先

に対しても帳簿、契約書等の関連資料の提出または閲覧を求めることがあります。 

（9）通報・相談制度と保護 

本法人は、不正行為等に関する通報・相談制度を整備し、通報・相談者の保護を徹底

しています。本法人の職員が取引先に対して不正または不適切な行為を要求・強要する

などの事案が発生した場合には、本法人が設置する通報・相談窓口（後述）を通じて、

速やかにご連絡いただくよう求めます。 

 なお、当該情報提供を理由として、通報・相談者または取引先に対し、本法人との取

引において不利益な取り扱いを行うことは一切ありません。その旨をここに明確に表明

します。 

（10）誓約書の提出 

本法人は、上記の方針を遵守いただける取引先とのみ契約を締結することを原則と

し、当該遵守を誓約する書面の提出をお願いしています。 

 

２．通報・相談窓口 

 取引に関する窓口 研究に関する窓口 

対応部署 内部監査部 研究推進センター 

電話番号（＊） 03-5269-7765（ダイヤルイン） 03-3353-8112（代表）内線 30141 

電子メール tsuhou110.bm@twmu.ac.jp kshien-manager.bm@twmu.ac.jp 

ＦＡＸ ― 03-3353-6793 

（＊）受付時間 ： 平日 午前 09:00～12:00 午後 13:00～17:00 
(土・日、祝日、創立記念日＜12/5＞、年末年始の 12/30～1/4 を除く) 

 

―以上― 


